
別記１ 

提出書類一覧表 

 

１ 用地調査等業務共通仕様書に基づいて受注者が発注者に提出する書類 

条項 名  称 様式 宛 名 提出先 提出期日 備 考 

第７条 

第２項 

担当技術者通知書 第113号 発注者 監督職員 委託契約締結

後14日以内 

 

第12条 委託業務着手届  発注者 監督職員 委託契約締結

後遅滞なく 

 

第12条 主任技術者通知書  発注者 監督職員 委託契約締結

後遅滞なく 

 

第12条 照査技術者通知書  発注者 監督職員 委託契約締結

後遅滞なく 

 

第12条 委託業務完了届  発注者 監督職員 委託業務完了

後遅滞なく 

 

第15条 

第１項 

作業計画書 

 

 

 

発注者 

 

監督職員 

 

委託契約締結

後14日以内 

 

 

第16条 

第２項 

用地調査等業務打合

せ記録簿 

第112号 

 

発注者 

 

監督職員 

 

打合せ後遅滞

なく 

 

発注者、受

注者相互に

確認保管 

第16条 

第４項 

用地調査等業務の施

行に関する承諾書 

第114号 

 

発注者 

 

監督職員 

 

承諾を受ける

必要が生じた

とき 

 

 

第16条 

第５項 

用地調査等業務の施

行に関する協議書 

第115号 発注者 

 

監督職員 

 

疑義が生じた

とき 

 

第17条 

第４項 

貸与品等受領書 

 

第２号 

 

貸与品等引

渡通知書の

差出人 

監督職員 

 

貸与品等を受

領したとき 

 

 

第17条 

第５項 

貸与品等精算書 第３号 貸与品等引

渡通知書の

差出人 

監督職員 業務完了後３

日以内 

 

第17条 

第５項 

貸与品等返納書 第４号 貸与品等引

渡通知書の

差出人 

監督職員 業務完了後３

日以内 

 



 

条項 名  称 様式 宛 名 提出先 提出期日 備 考 

第19条 

第２項 

障害物伐除報告書 第５号 発注者 監督職員 障害物を伐除

したとき 

 

第25条 

第２項 

社内審査書 第116号 発注者 監督職員 委託業務完了

後遅滞なく 

 

その他 

 

監督職員が必要と認

めたもの 

適宜定

める 

発注者 監督職員 指定期日まで 

 

指定部数 

 

 

２ 用地調査等業務共通仕様書に基づいて発注者が受注者に提出する書類 

条 項 名   称 様 式 宛 名 

第16条第３項 用地調査等業務の施行に関する指示書 第111号 受注者 

第17条第３項 貸与品等引渡通知書 第１号 受注者 
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別記２ 

成 果 物 一 覧 表 

 

１ 成果物の一覧は次のとおりとし、提出部数は正副各１部とする。 

  ただし、事業認定申請図書等の作成に係る成果物については、正本１部、副

本は各起業者において必要とする部数とする。 

２ 次表に定めのない様式及び提出部数の変更を行う場合は、特記仕様書又は

監督職員の指示によるものとする。 

 

第３章 権利調査 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

建物登記記録の調査 第７号の１ 建物の登記記録調

査表（一覧） 

Ａ－４ 建物登記簿を転写する。 

第７号の２ 建物の登記記録調

査表 

Ａ－４ 建物登記簿の謄本又は抄

本を必要とする場合は、

特記仕様書で指示する。 

 立木登記簿調査表  登記簿謄本又は抄本を添

付する。 

権利者の確認調査 第８号 権利者調査表 

（建物） 

  

第９号 戸籍簿等調査表 

 

 

Ａ－４ 

 

 

名義人が相続に係る場合

は、相続関係説明図及び

相続関係を証する戸籍等

の謄本又は抄本を全て添

付する。 

第 10 号 相続関係説明図 Ａ－４  

 法人登記簿又は商

業登記簿 

 登記簿謄本又は抄本を添

付する。 

墓地管理者等の調査 第11号の１ 墓地管理者調査表   

第11号の２ 墓地使用(祭し)者

調査表 

  

第11号の３ 墓碑類調査表   

土地利用履歴等の調査 

 

第12-1 

第12-2 

土壌汚染に関する

土地利用履歴等調

査報告書(1)、(2) 

 土壌汚染に関する土地利

用履歴等調査要領参照 

第 12-3 法令関係資料調査

表 

  

第 12-4 現況利用調査表   

第 12-5 履歴等聞き取り調

査表 
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第４章 土地評価 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

土地評価 第 15 号 標準地評価格等総

括表 

  

第 16 号 標準地選定評価調

査表 

Ａ－４  

第17号の１～

第 23号の２ 

地域要因調査表及

び算定表 

  

第24号の１～

第 30号の２ 

個別的要因調査表

及び算定表 

  

第 31 号～

第 37 号 

地域格差認定基準

表 

  

 個別格差認定基準

表 

  

第 38 号の

１、２ 

宅地収益価格調査

表及び算定表 

  

第 39 号 積算価格調査表及

び算定表 

  

第 40 号 造成事例調査表及

び算定表 

  

第 41 号の

１、２ 

比準地評価格調査

表 

  

第 42 号 残地補償額算定表 Ａ－４  

第 43 号 土地価格の調整前

・調整後の比較表 

  

 

第５章 建物等の調査 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

木造建物調査・積算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建物等の配置図 Ａ－３ 本規定により難い場合は

、適宜の大きさとする。 

第 44 号の

１、２ 

建物平面図 

屋根伏図等 

Ａ－３ 本規定により難い場合は

、適宜の大きさとする。 

第45号 木造建物調査表   

第46号 木造建物数量計算

書[外壁] 

Ａ－４  

第47号 木造建物数量計算

書[内壁] 

Ａ－４  

第48号 木造建物数量計算

書[床・天井] 

Ａ－４  
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第49号 木造建物数量計算

書[金属製建具] 

Ａ－４  

第50号 木造建物数量計算

書[木製建具] 

Ａ－４  

第51号 建物調査表〈補正

率関係調査表〉 

  

第52号 木造建物建築直接

工事費計算書 

Ａ－４ 

 

 

第55号 工事工程表 Ａ－４  

非木造建物・木造特殊建

物調査・積算 

 

第57号 工事内訳明細書 

総括表 

  

第58号 工事工程表 Ａ－４  

 数量計算書 Ａ－４  

 構造計算書 Ａ－４  

 （建築図面） 

 

Ａ－０～

Ａ－３ 

 

 建物概要  
 

 平面図  
 

 断面図  
 

 杭地業想定設計図  
 

 根切想定設計図  
 

 上部く体現状図  
 

 矩形図  
 

 立面図  
 

 写真方向撮影図   

 配置図   

 展開図   

 仕上表   

 面積表   

 建具表   

 その他図面   

 （建築設備図面） Ａ－０～

Ａ－３ 

 

 ○電気設備  
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  器具一覧表   

   器具配置図   

   受変電設備図   

   幹線系統図   

   動力設備系統図   

 ○給排水衛生設備   

   器具一覧表   

   器具配置図   

   消火設備系統図   

   汚水処理設備図   

  その他図面   

 ○空気調和設備   

   器具一覧表   

   器具配置図   

   その他図面   

 ○昇降設備   

   諸元表   

   その他図面   

 ○その他設備   

   必要図面   

建物算定 第53号の１ 建物移転料算定表

〔再築工法〕 

  

第53号の２ 建物移転料算定表

〔改造工法〕 

  

第53号の３ 建物移転料算定表

〔復元工法〕 

  

第53号の４ 建物移転料算定表

〔除却工法〕 

  

第54号 木造建物建築直接

工事費計算書 

〔曳家工法〕 

Ａ－４  

第54号の１ 建物移転料算定表

〔曳家工法〕 

  

第56号 木造建物解体直接

工事費計算書 
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第56号の１ 廃材運搬費・ 

廃材処分費計算表 

  

第56号の２ 廃材運搬費及び廃

材処分費内訳書 

  

第56号の３ 廃材運搬費及び廃

材処分費内訳書 

（工作物） 

  

照応建物の詳細設計等 第59号の１ 計画概要表 

（検討資料） 

Ａ－４  

第59号の２ 計画概要表 Ａ－４  

第59号の３ 計画概要比較表 Ａ－４  

第59号の４ 面積比較表   

工作物（生産設備）の調

査・積算 

 平面図、立面図、

構造図、断面図そ

の他補償金額積算

上必要とする図書 

Ａ－０～

Ａ－３ 

 

工作物（附帯工作物）の

調査・積算 

第60号の1

の1 

附帯工作物調査表   

第60号の１

の２ 

附帯工作物補償額

算定書 

  

工作物（機械設備）の調

査・積算 

 平面図、立面図、

構造図、断面図そ

の他補償金額積算

上必要とする図書 

Ａ－３ 

 

 

 

 

第60号の２

の１ 

機械設備調査表   

第60号の２

の２ 

機械設備調査表   

第 60 号の

３ 

機械設備算定内訳

書（総括表） 

  

第 60 号の

４ 

機械設備算定内訳

書（復元工事費又

は再築工事費） 

  

第 60 号の

５ 

機械設備算定内訳

書（撤去費） 

  

第 60 号の

６ 

機械設備直接工事

費明細書 

  

第 60 号の 機械設備据付工数   
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７ 等計算書 

第 60 号の

８ 

機械設備運搬台数 

計算書 

  

第 60 号の

９ 

機械設備見積比較

表 

  

立竹木の調査・積算 第 61 号の

１ 

立竹木調査表  立竹木調査算定要領参照 

 

第 61 号の

２ 

立竹木算定表  

第 62 号 管理程度補正判定

表 

 

庭園の調査・積算  庭園調査表  上記の工作物調査表及び

立竹木調査表によること

ができる。 

墳墓等の調査・積算      墓碑類調査表 Ａ－４ 改葬の補償及び祭し料調

査算定要領参照 

特殊の形状又は構造を有

するものについては見取

図を作成する。 

第 63号 改葬補償金算定書  

 

第６章 営業その他の調査 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

営業の調査・積算 第 64 号 営業調査総括表  営業補償調査算定要領参

照 

 事業概要説明書   

 各種調査資料  各種資料の写し 

第 65 号 従業員調査表   

 売場及び工場配置

図 

  

 設備機械器具調査

表 

  

 生産及び販売実績

調査表 

  

 受注又は顧客動向

調査表 

 

 

 

 

 在庫率及び回転率   
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調査表   

 得意先喪失調査表   

 移転広告費調査表   

 営業の権利調査表   

 固定資産及び流動

資産調査表 

  

第 66 号 仕入先調査表   

第 67-1 号 営業補償金算定書 

(営業廃止の補償) 

  

第 67-2 号 営業補償金算定書 

(営業休止の補償) 

  

第 67-3 号 営業補償金算定書 

(営業規模縮小の

補償) 

  

第 67-4 号 従業員に対する休

業手当相当額算定

書 

  

第 67-5 号 得意先喪失補償額

算定書(1) 

 製造業 

第 67-6 号 得意先喪失補償額

算定書(2) 

 建設業 

第 67-7 号 得意先喪失補償額

算定書(3) 

 卸・小売業 

第 67-8 号 得意先喪失補償額

算定書(4) 

 飲食・サービス業 

 営業所及び営業概

要書 

  

 営業補償方法認定

書 

  

第68号 移転工法別経済比

較表 

  

第69号 認定収益額算定表   

第70号 固定的経費内訳表   

第71号 固定的経費付属明   
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細表 

第72号 固定資産の売却損

補償内訳表 

  

 

第73号 費用分解一覧表   

第74号 移転広告費等算定

書 

  

第75号 損益計算書比較表   

 

 

移転工程表  

 

工事工程表を参考に作成

する。 

居住者調査 第 76 号 居住者調査表 

（自家・家主） 

  

第 77 号 居住者調査表 

（借家・借間） 

  

動産調査・積算 第78号 動産調査表  動産移転料調査算定要領

参照 
第79号 動産移転料算定書  

その他通常生じる損失

補償金額積算 

第80号の１ 仮住居補償金調査

算定書 

  

第80号の２ 仮住居補償金調査

算定書 

  

第80号の３ 仮倉庫補償金調査

算定書 

  

第80号の４ 標準家賃単価算出

表（月額） 

  

第81号の１ 家賃調査表   

第81号の２ 家賃減収補償金算

定書 

  

第82号 借家人補償金調査

算定書 

  

第83号 祭し料算定書   

第84号 移転雑費補償金算

定書 

  

第84号 

別表１ 

別表１ 現地の敷

地及び建物等 

  

第84号 

別表２ 

別表２ 設計及び

工事監理に要する

費用 
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第７章 消費税等調査 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

消費税等調査 第85号 消費税等調査表 Ａ－４  

 

 

消費税等調査表 

(表1-1、1-2、2) 

Ａ－４ 

 

 

第86号 申出書   

第87号 消費税等相当額算

定調書 

〔建物移転料等の

通常生じる損失の

補償〕 

  

第89号 消費税等相当額算

定調書 

【公共補償】 

  

 

第８章 予備調査 

 

第９章 移転工法案の検討 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

予備調査・移転工法案

の検討 

第90号 移転計画案検討概

要書（企業概要） 

Ａ－４  

第91号 

 

移転工法（計画）

案検討概要書 

Ａ－４ 

 

 

第92号 

 

移転工法（計画）

各案の比較表 

Ａ－４  

第59号の１ 

 

計画概要表 

（検討資料） 

Ａ－４ 

 

 

第59号の２ 計画概要表 Ａ－４  

第59号の３ 計画概要比較表 Ａ－４  

第59号の４ 面積比較表   

 

第１１章 補償説明 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

補償説明 

 

 

 

第93号 補償金総括表   

第94号 土地所有権の補償

に関する内訳表 

  

 

第95号 土地に関する所有   
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権以外の権利の補

償に関する内訳表 

 

 

第96号 土地に関する権利

以外の補償に関す

る内訳表 

  

 

 補償契約書   

 登記承諾書等  請求書を含む。 

 補償額調書   

第97号 補償説明記録簿   

 

第１２章 事業認定図書等の作成 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

事業認定申請図書等の

作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業認定申請図書   

 事業計画書   

 起業地の位置図 

 

B-5折 

1/25000 

市販地図 

 

 起業地、事業計画

及び法第４条地に

規定する土地を表

示する図面 

B-5折 

1/1000 

 

 

 

 

 標準横断図 

 

B-5折 

1/1000 

 

 

 縦断図 

 

 

B-5折 

1/1000 

1/100 

 

 主要な施設の構造

図 

 

B-5折 

1/100 

1/200 

 

第98号 法第４条地に規定

する土地に関する

調書 

 

 

 

第99号 法令の規定による

制限のある土地に

関する調書 

  

第100号 法第４条地

に規定する

土地の管理

者の意見書 

照会文   

回答文   
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第101号 法令の規定

による制限

のある土地

に関する行

政機関の意

見書 

協議文   

 

回答文   

第102号 関連事業を

施行する必

要が生じた

ことを証す

る書面 

協議文   

回答文   

第103号 事業の施行

に関して行

政機関の許

可等があっ

たことを証

する書面 

協議文   

回答文   

 

 

改修等状況図等 B-5折 

1/5000 
 

第104号 用地取得状況表   

 状況写真 適宜  

 比較ルート調書   

 比較ルート図面 B-5折  

 交通量、流量等の

積算根拠 

B-5折  

 都市計画図 B-5折  

 裁決申請書   

 明渡裁決申立書   

 

第１３章 地盤変動影響調査等 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

地盤変動影響調査等 

 

 

 

 

 

 調査区域位置図  地盤変動影響調査算定要

領参照  調査区域平面図  

 建物等調査一覧表  

 建物等調査書  

 損傷調査書  

 建物等の費用負担

額算定書 
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第１４章 写真台帳の作成 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

写真撮影 

 

 

 

第108号 写真台帳  ネガは市販のネガフィル

ムに収納し、業務名、調

査場所名を表示する。 

写真のサイズは約８㎝×

11㎝とする。 

 

第１５章 物件調書の作成 

業務区分 様式番号 成果物の名称 規格等 備 考 

物件調書の作成 第110号 物件調書 Ａ－４  

 



別記３

事業認定申請図書等作成要領

第１章 事業認定申請図書（案）の作成

（事業認定申請書（案）の作成）

第１条 受注者は、事業認定申請書（案）、添付書類目録（案）を作成するものとする。

一 事業認定申請書（案）は次に掲げる事項を記載すること。

イ 起業者の名称

ロ 事業の種類

ハ 収用又は使用の別を明らかにした起業地

ニ 事業の認定を申請する理由

二 前項の申請書（案）には、次号に掲げる書類を添付するものとし、添付書類目録（案）は、事

業認定申請書に添付する書類の順序により記載する。

イ 事業計画書（案）

ロ 起業地及び事業計画を表示する図面

ハ 関連事業に関する協議書（案）

ニ 法第４条地に関する調書（案）、図面及び当該土地の管理者の意見書（案）

ホ 法令制限地に関する行政機関の意見書（案）

ヘ 事業施行権限に関する行政機関の意見書（案）

（事業計画書（案）の作成）

第２条 受注者は、次の各号に掲げる事項を記載した事業計画書（案）を作成するものとする。

一 事業計画の概要

二 事業の開始及び完成の時期

三 事業に要する経費及びその財源

四 事業の施行を必要とする公益上の理由

五 収用又は使用の別を明らかにした事業に必要な土地等の面積、数量等の概数並びにこれらを必

要とする理由

六 起業地等を当該事業に用いることが相当であり、又は土地等の適正かつ合理的な利用に寄与す

ることになる理由

（位置図作成）

第３条 受注者は、次の各号により起業地の位置を表示する図面を作成するものとする。

一 国土地理院発行の縮尺25,000万分の1（ない場合は縮尺50,000万分の1）の地形図を用い、原則

として赤色で起業地を着色し、表示すること。

二 起業地の起点、終点の所在（字まで）を記載すること。

三 主要な河川、道路等の名称を記載すること。

（起業地表示図作成）



第４条 受注者は、次の各号により起業地を表示する図面を作成するものとする。

一 地形図（事業計画平面図を併用）には、「収用部分」は薄い黄色、「使用の部分」は薄い緑色、

「収用し、又は使用しようとする物件又は収用し、若しくは使用しようとする権利の目的である

物件」があるときは、これらの物件が存する土地の部分は薄い赤色で範囲を明確に着色し、起業

地内に物件があるときは、その主要なものを図示するものとする。

縮尺は、1,000分の1を標準とし、100分の1から3,000分の1の範囲内とする。

二 前号の図面には県、郡、市、町、村、大字、小字の境界を記入し、かつ、その名称を記入して、

起業地がどの字内にあるかということを明確にすること。

三 主要な河川、道路等の名所を記載すること。

（法第４条地等の関係機関調査）

第５条 受注者は、関係官公署、事業所等において、事業を施行する土地（以下「起業地」という。）

に存する施設等について、次の各号に掲げる事項を調査するものとする。

一 法第４条に規定する土地（以下「法第４条地」という。）等の区域及び法令条項

二 土地利用について法令の規定による制限がある土地（以下「法令制限地」という。）等の区域

及び法令条項

三 事業の施行に関して行政機関の許認可等を必要とする場合、その土地等の区域及び法令条項等

２ 受注者は、関係機関等から意見の申し出があったときは、遅滞なくその旨を監督職員に報告し、

協議するものとする。

（法第４条地の物件精査）

第６条 受注者は、前条の関係機関調査に基づき、すみやかに現地において確認及び調査を行うもの

とする。

（法第４条地表示図作成）

第７条 受注者は、第５条第１項及び第６条の調査結果に基づき、第４条の起業地表示図に法第４条

地の種類別に法第４条第１号に規定する色以外を用いて適宜着色（凡例を添付すること。）して、

当該土地を明らかにし、かつ、番号等を付して明確に表示するものとする。

２ 前項の番号等は、第10条に規定する調書の番号等と整合させるものとする。

（法令制限地表示図作成）

第８条 受注者は、第５条第１項及び第６条の調査結果に基づき、第４条の起業地表示図と同一の図

面を使用し、法令制限地の種類別に区域線、引出し線及び補助線等により、当該土地を明らかにし

（凡例を添付すること。）、かつ、番号等を付して明確に表示するものとする。

２ 前項の番号等は、第10条に規定する調書（案）の番号等と整合させるものとする。

（関連事業表示図作成）

第９条 受注者は、関連事業について第４条の起業地表示図に番号等を付して、その範囲を明確に表

示するものとする。

２ 前項の番号等は、第13条に規定する協議書の番号等と整合させるものとする。

（法第４条地等調書（案）作成）



第10条 受注者は、第７条の法第４条地表示図及び第８条の法令制限地表示図に基づき番号等を付し

て、それぞれ所在、施設、面積等を明らかにした調書（案）（様式第98号、様式第99号）を作成す

るものとする。

（管理者の意見照会書（案）の作成）

第11条 受注者は、起業地内にある法第４条地について、各管理者ごとに第３条の位置図、第４条の

起業地表示図、第７条の法第４条地表示図及び前条の調書を調整し、法第18条第２項第４号の意見

照会書（案）（様式第100号）を作成するものとする。

（法令制限地に関する意見照会書（案）の作成）

第12条 受注者は、起業地内にある土地の利用について法令による制限があるときは、当該法令の施

行について権限を有する行政機関ごとに、第３条の位置図、第４条の起業地表示図、第８条の法令

制限地表示図及び第10条の調書（案）を調整し、法第18条第２項第５号の意見照会書（案）（様式

第101号）を作成するものとする。

（関連事業に関する協議書（案）の作成）

第13条 受注者は、関連事業について、本来の管理者ごとに第３条の位置図、第９条の関連事業表示

図を調整し、法第18条第２項第３号の協議書（案）（様式第102号）を作成するものとする。

（事業施行に関する意見照会書（案）の作成）

第14条 受注者は、事業の施行に関して行政機関の免許、許可又は認可等の処分が必要な場合には、

法第18条第２項第６号（様式第103号）の意見照会書（案）を作成するものとする。

（改修等状況図等の作成）

第15条 受注者は、次の各号により改修等状況図等を作成するものとする。

一 縮尺5,000分の1から25,000分の1の図面を使用すること。

二 申請区間が全体計画の一部であるときは、全体計画についても表示すること。

（用地取得状況表の作成）

第16条 受注者は、申請時点における用地取得状況表（様式第104号）を作成するものとする。

（状況写真等の作成）

第17条 受注者は、起業地の状況、あい路等を撮影し、整理のうえ、撮影方向とともに比較ルート図

等に貼付けるものとする。

（その他参考となる資料の作成）

第18条 受注者は、監督職員の指示を受け、事業認定申請書（案）の補足資料、その他参考となる資

料の作成を行うものとする。

（作成部数）



第19条 事業認定申請書の作成部数は、原則として土地収用法施行規則第２条に規定する部数に２を

加えた部数とする。

２ 前項に定める部数以上の申請図書が必要となった場合は、監督職員と協議して必要部数を定める

ものとする。

第２章 裁決申請図書（案）の作成

（裁決申請図書（案）の作成）

第20条 受注者は、監督職員の指示により、法第40条に規定する裁決申請書（案）を土地収用法施行

規則第16条に定められた様式（別記様式第10）に従い作成するものとする。

（事業計画書（案）の作成）

第21条 受注者は、既に、告示があった事業認定の申請書に添付した事業計画書を参考とし、監督職

員の指示を受け事業計画書（案）を作成するものとする。

（起業地及び事業計画を表示する図面等の作成）

第22条 受注者は、次の各号による外、監督職員の指示を受け、位置図及び起業地及び事業計画を表

示する図面を作成するものとする。

一 位置図

告示された事業認定申請書に添付した位置図と同一の縮尺の図面を用いて作成するものとする。

二 起業地及び事業計画を表示する図面

起業地及び事業計画を表示する図面は、前号と同様とする。

ただし、図面の着色に当たっては、「起業地」の範囲を薄い黄色（「使用の部分」は薄い緑

色とする。）で、又、このうち「裁決申請しようとする土地」については、その土地の範囲を

薄い赤色で着色する。

（法第40条第1項第2号に掲げる事項を記載した書類の作成）

第23条 受注者は、法の定めに従って、収用し、又は使用しようとする土地の存する市町村別に、次

の各号を記載した書類を作成するものとする。

一 収用し、又は使用しようとする土地の所在、地番及び地目

二 収用し、又は使用しようとする土地の面積（土地が分割されることになる場合においては、そ

の全部の面積を含む。）

三 土地を使用しようとする場合においては、その方法及び期間

四 土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所

五 土地又は土地に関する所有権以外の権利に対する損失補償の見積及びその内訳

六 権利を取得し、又は消滅させる時期

（施行規則第17条第２号イの規定による証明書（案）の作成）



第24条 受注者は、法第40条第２項により不明裁決を申請する場合は、監督職員の指示により、証明

書（案）を作成するものとする。

（土地調書（案）の作成）

第25条 受注者は、法第36条に規定する土地調書（案）を土地収用法施行規則第14条に定められた様

式（別記様式第８）に従い作成するものとする。

２ 受注者は、監督職員の指示を受け、「収用の部分」は薄い赤色で、「使用の部分」は薄い緑色で、

実測平面図に着色（凡例を付記すること。）し、土地調書（案）に添付するものとする。

一 縮尺は250分の1とする。

ただし、やむを得ない場合は、縮尺100分の1から1,000分の1程度で作成する。

３ 土地調書（案）に記載する土地の面積の端数処理は、地目にかかわらず、小数点以下第３位以下

を切り捨て、小数点以下第２位とする。

第３章 明渡裁決申立書（案）の作成

（明渡裁決申立書（案）の作成）

第26条 受注者は、監督職員の指示により、法第47条の３に規定する明渡裁決申立書（案）を、土地

収用法施行規則第17条の７に定められた様式（別記様式第10の３）を作成するものとする。

（法第47条の３第１項第１号に掲げる事項を記載した書類の作成）

第27条 受注者は、法の定めに従って、市町村別に次の各号を記載した書類を作成するものとする。

一 土地の所在、地番及び地目

二 土地にある物件の種類及び数量（物件が分割されることになる場合においては、その全部の数

量を含む。）

三 土地所有者及び関係人の氏名及び住所

四 法第40条第１項第２号ホに掲げるものを除くその他の損失補償の見積り及びその内訳

五 土地もしくは物権の引渡し又は物件の移転期限

（物件調書（案）の作成）

第28条 受注者は、法第36条に規定する物件調書（案）を、土地収用法施行規則第15条に定められた

様式（別記様式第９）に従い作成するものとする。

２ 受注者は、次の各号によるほか、監督職員の指示を受け、配置図等の図面を作成するものとする。

一 縮尺は100分の1とする。

ただし、やむを得ない場合は、縮尺50分の1から500分の1程度で作成する。

二 物件の番号は、収用し、又は使用しようとする土地にかかわらず、建物、工作物、立竹木等の

順番に通し番号を付すこととし、前条第４号に規定する書類と符号させること。

三 建物については、建物平面図（求積した建て面積、延べ面積、耐用年数、その他利用の状況等

を付記）等を建物１棟ずつ作成する。

第４章 その他参考となる資料の作成



（その他参考となる資料の作成）

第29条 受注者は、次の各号によるほか、監督職員の指示を受け、裁決申請書（案）及び明渡裁決申

立書（案）の説明資料として、別冊で作成するものとする。

一 申請地の土地登記簿謄本（写）、建物登記簿謄本（写）

二 用地交渉の経緯の説明書（未取得地の理由等を明らかにすること。）

三 土地所有者及び関係人の住民票（写）（法人の場合は法人登記簿謄本（写））

四 登記名義人死亡の場合は、相続関係を説明するのに必要な戸籍関係書類及び相続関係説明図

五 損失補償金の見積の方法及び基礎資料

六 事業認定告示の官報の写し

七 手続開始告示の県報の写し

八 収用等の対象地及び周辺の写真



別記４

土 地 評 価 業 務 要 領

（総 則）

第１条 この要領は、東北地方整備局の所掌する国の直轄事業（官庁営繕、港湾局及び航空局の所掌

に属するものを除く。）に必要な土地を取得等するにあたって、取得等する土地の更地としての正

常な取引価格の算定を行う業務（以下「土地評価業務」という。）に適用するものとし、不動産の

鑑定評価に関する法律（昭和38年法律第152号）第２条で定める不動産の鑑定評価は含まないもの

とする。

（土地評価業務の内容）

第２条 土地評価業務の内容は、次の各号に定める業務とする。

一 地域区分及び標準地選定等業務

二 標準地価格の算定業務

三 各画地の評価算定業務

四 残地補償算定業務

五 評価格の調整業務

（土地評価の基準）

第３条 前条の土地評価業務は、次の各号に掲げる基準によるものとする。

一 国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償基準（平成13年１月６日国土交通省訓令第76号）

二 国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償基準の運用方針（平成15年８月５日国総国調第57号）

三 国土交通省損失補償取扱要領（平成15年８月５日国総国調第58号）別記１土地評価事務処理要領

四 土地評価事務処理細則（昭和62年１月８日建設省経整発第３号）

五 その他監督職員が指示するもの

（地域区分及び標準地選定等）

第４条 地域区分及び標準地選定等業務は、前条に掲げる基準（以下「土地評価関係規程」という。）

に基づく、次の各号に掲げる業務について行うものとする。

一 用途地域及び同一状況地域の区分の検討

二 同一状況地域に係る標準地の選定

三 取引事例地等土地評価資料の選定

四 その他監督職員が指示すること

２ 受注者は、前項の業務を行うに当たっては、あらかじめ監督職員と協議し、監督職員の指示を受

けて実施するものとする。

３ 地域区分及び標準地選定等に係る様式は、様式第16号～様式第37号とする。



（標準地価格の算定）

第５条 受注者は、前条で作成した資料及び第３条に定める土地評価の基準を適用して標準地の価格

の算定を行うものとし、算定した標準地価格と不動産鑑定評価格及び地価公示標準地、基準地を基

準とした評価格との整合を図るものとする。

２ 標準地価格の算定に係る様式は、様式第15号～様式第16号とする。

（添付図面の作成）

第６条 標準地選定評価調査表には、次の各号に作成した図面を添付するものとする。

一 位置図

25,000分の１又は50,000分の１の図面を使用し、取得しようとする地域を赤色で表示する。

二 地域分析図

イ 原則として、5,000分の１又は10,000分の１の縮尺のものを用い、取得区域を明らかにする

こと。

ロ 用途的地域の区分を明確にし、宅地地域を赤色、宅地見込地を桃色、田地地域を緑色、畑地

地域を黄色、林地地域を茶色、その他の地域を適宜の色により着色する。

ハ 標準地は位置を表示したうえ、番号を付すとともに、○標 により、赤色で表示すること。

ニ 事例地等は、位置を表示したうえ、番号を付すとともに、補正後の価格を記入すること。

三 標準地画地図及び事例地画地図

イ 標準地画地図は、間口及び奥行を付記すること。

ロ 事例地画地図は、間口及び奥行を付記すること。

ハ 上記イ、ロの画地図には標準地番号、事例地符号、所在地番、現況地目、付近の街路条件等、

縮尺、方位等を掲載すること。

（各画地の評価格算定）

第７条 各画地の評価格算定業務は、土地評価関係規程に基づき、次の各号に掲げる業務について行

うものとする。

一 取得地の個別的要因の調査及び分析

二 取得地の標準地に対する個別的要因格差率による比準価格の算定

三 その他監督職員の指示すること

２ 受注者は、前項の業務を行うに当たっては、あらかじめ監督職員と取得地に係る地域の種別、標

準地の個別的要因その他必要な事項について協議し、監督職員の指示を受けて実施するものとする。

３ 各画地の評価格算定に係る様式は、様式第41号の1、2とする。

なお、取得地の評価に必要な個別的要因調査表及び算定表は、第４条に定める様式を準用し、標

準地選定評価調査表に添付するものとする。

（残地補償額の算定）

第８条 残地補償算定業務は、土地評価関係規程に基づき、次の各号に掲げる業務について行うもの

とする。

一 残地の個別的要因の調査及び分析

二 残地価格の算定



三 その他監督職員の指示すること

２ 受注者は、前項の業務を行うに当たっては、あらかじめ監督職員と残地に係る個別的要因その他

必要な事項について協議し、監督職員の指示を受けて実施するものとする。

３ 残地補償額算定調査表の作成に係る様式は、様式第42号とする。

なお、残地の評価に必要な個別的要因調査表及び算定表は、第４条に定める様式を準用し、残地

補償額算定表に添付するものとする。

（調整価格の算定）

第９条 調整価格とは、土地等の取得等を行うに当たり、起業者の判断により標準地から評価した土

地の評価格を調整した価格をいい、その算定に当たっては、あらかじめ監督職員と協議し、その指

示を受けて実施するものとする。

２ 調整価格の算定に係る様式は、様式第43号とする。



別記５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身   分   証   明   書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式 

 

 表 

 

 第     号 

 

              身 分 証 明 書 

  受注者 住所 

 

          名称 

 

     役職及び氏名 

 

 上記の者は、用地調査等業務委託契約に基づき、用地調査等業務を行う者であることを

証明する。 

 

 

   有効期限  自     年    月    日 

 

                  至          年    月    日 

 

      発 行 日                年    月    日 

 

   発 行 者  住所 

 

         （事務所長）                       

 

 

  裏 

 １ 本証は、公印、日付のないものは無効とする。 

 ２ 有効期限を経過したとき、又は用地調査等業務委託契約が解除されたとき等不用と

なったときは、ただちに返還すること。 

 ３ 役職、氏名に変更があったとき、又は受注者の住所・名称に変更があったときは、

すみやかに記載事項の変更を受けること。 

 ４ 本証は他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

 


